
カーボンニュートラル街づくりに向けた
エナジーソリューション

1.	 はじめに

2020年10月の菅前総理による2050年カーボン

ニュートラル宣言を受け,カーボンニュートラル実現に

向けた様々な動きが出ている．

昨今,グリーントランスフォーメーション（GX）という

言葉もあちこちで耳にする機会が増えているが,エネル

ギー分野も自動車業界と同様に大変革期を迎えている

状況であり,新たな取り組みが求められている.

また,2021年3月の地球温暖化対策の推進に関する

法律（通称：温対法）の改正を受け,地方自治体も2050

年までにカーボンニュートラルを達成することが義務付

けられた.地方自治体レベルでカーボンニュートラルを

実現するためには,地域の特性に合わせてエネルギー

を有効利用するマネジメントシステムが必須であり,アイ

シンではこの動きに対応すべく,図1の統合報告書

2023に記載の通り,地域社会でのエネルギーと資源の

循環・普及に取り組む方向性を示している.

本報告では,環境省の脱炭素先行地域事業に岡崎市

様と連携して取り組む地域エネルギーマネジメントの事

例を中心にエナジーソリューションカンパニーの取り

組みについて紹介する.

2.	 エナジーソリューションの取り組みついて

エナジーソリューションカンパニーでは主力製品の

家庭用燃料電池コージェネレーションシステム（エネ

ファーム）,業務用ガスエンジンヒートポンプエアコン

（GHP）をベースに図2に示すとおり地域社会のエネル

ギーインフラと繋げてエネルギーを最適利用するため

のソリューション事業への拡大をロードマップとして掲

げている.

ソリューション事業への拡大に向けてはDXがベース

技術として必須であり,図3に示すアイシンサービスプ

トピックス

図1　統合報告書2023 新たな価値提供に向けた事業の方向性
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トピックス

ラットフォームを核としたサービス展開を目指している.

図3　アイシンサービスプラットフォームによる街づくりへの貢献

3.	 取り組み事例

図3に示す環境価値の循環およびエネルギー循環に

ついて具体的な取り組み事例を紹介する.

3.1　　環境価値の循環

エネファームは高効率で発電し,排熱を無駄なく回収

して利用することで,CO₂を大幅に削減することができ,

図4に示すとおり最大で年間約1.5トンのCO₂排出削減

が可能である.

図4　エネファームのCO₂排出削減効果

このCO₂削減効果を,図5に示す国が運営するJ-クレ

ジットという制度で証書化し環境価値として取引するこ

とができる.

クレジット化するには煩雑な手続きが必要であるため

エネファームユーザーが個人で実施することは難しく,

自治体などが多数のエネファームユーザーを取りまと

めて組織的に運営することが現実的である.幾つかの先

行事例が存在しているものの,あまり普及していないの

が現状であった.

先行事例の取り組み内容を確認したところ,エネ

ファームユーザーにクレジット創出のエビデンスとなる

データをリモコン画面に表示させて撮影していただき,

それを運営事務局に送付していただき事務局が手集計

するという非常に手間のかかる運用であった.

アイシン製エネファームは2020年モデルからIoT機

能を搭載しており,アイシンサービスプラットフォームに

図2　エナジーソリューションカンパニーのロードマップ
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てデータ収集および加工が可能である.

そこで,図6に示すようにクレジットのエビデンスデー

タをアイシンサーバーにて収集・集計する仕組みを豊

田市様に提案したところ,ご賛同いただき2021年6月か

ら取り組みを開始した.

図6　IoTを活用したJ-クレジット創出活動

現在,この取り組みにご賛同いただいた刈谷市様を

始めいくつかの自治体にて,活動を展開中である.

3.2　　エネルギー循環

カーボンニュートラル実現に向けては,太陽光発電や

風力発電のような再生可能エネルギーの普及拡大が

不可欠である.その一方で,電力を安定して使用するた

めには,図7に示すように常に発電と需要をバランスさ

せる必要がある.

図7　通常時の発電と需要のバランス2）

しかし,発電が自然任せで不安定な再生可能エネル

ギーが増えると図８のように需要と供給のバランスが崩

れ,最悪のケースでは大停電が発生するリスクがあ

る.実際に再エネ導入が進んでいる海外ではそのような

事例の発生も見受けられ,課題となっている.

図8　大停電の発生イメージ2）

このため,再生可能エネルギーを上手く活用するため

の手段として,発電側の状況に応じ,需要家側の機器

を,IoTを活用して遠隔コントロールすることで発電と需

要のバランスを取りやすくするバーチャルパワープラン

図5　J-クレジット制度の概要1）
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トピックスト（VPP）・デマンドレスポンス（DR）という技術が近年

注目を集めている.

図9　VPP・DRのイメージ図3）

アイシンは図10に示す通り,東邦ガス様と連携して

2019年から豊田市つながる社会実証推進協議会の

VPP実証に参画し,エネファームがVPPの仕組みの中

で有効なデバイスであること,VPPが再生可能エネル

ギーを上手に活用するための有用な手段であることを

確認した.

この成果を社会実装につなげるため,図11に示すよ

うに自治体が運営する地域新電力向けにアイシンサー

ビスプラットフォームをコアとしてエネファーム群を

VPPに活用するサービスモデルを描き,幾つかの自治

体に提案を行った.

図11　エネファームのVPPサービスモデル

岡崎市様に本提案へご賛同をいただき,環境省の脱

炭素先行地域事業に応募し採択された.脱炭素先行地

域事業は，地域の脱炭素を実現するための先進的なモ

デルを構築する事業であり,国はここで得られた成果を

全国の自治体に横展開することで国内全ての自治体が

2050年までにカーボンニュートラルを達成することを

目指している.

岡崎市との取り組み概要を図12に示す.古くからの

中心市街地であるQURUWAエリアを対象に既存の街

区のカーボンニュートラル化を目指している.岡崎市が

運営する自治体新電力である岡崎さくら電力の需給管

理サーバーとアイシンサービスプラットフォームを連携

し再生可能エネルギーの地産地消を促進することを狙

図10　豊田市VPP実証の概要4）
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いとしている.具体的には,岡崎さくら電力がエリア内の

太陽光などの再生可能エネルギーの出力変動をモニ

ターし,必要に応じて,デマンドレスポンス指令を発動す

る.アイシンサービスプラットフォームではエリア内に設

置したエネファームを群管理しており,デマンドレスポ

ンス指令に応じてエネファームの発電出力を遠隔制御

する計画である.

図12　岡崎市でのVPP活用イメージ

天候が急に崩れて太陽光発電の出力が下がった場

合にはエネファームの発電出力を増加させて補い,ある

いは太陽光発電が増えすぎてエリア内で使いきれない

場合はエネファームの発電出力を落として,より多くの再

生可能エネルギーを消費できるようにする.

また,今回の取り組みでは東邦ガスからカーボン

ニュートラル都市ガスを供給していただくことで,エネ

ファーム自体もカーボンニュートラルを達成する運用と

している.

4.	 おわりに

エネルギー関連事業を通じてより良い暮らしと環境

に配慮した街づくりへの貢献を目指していく.主力商品

のエネファームは,省エネに貢献すると共に,VPPに活

用することで太陽光などの再生可能エネルギーの地産

地消に貢献すると考えている.岡崎市の脱炭素先行地域

の取り組みを起点として,より良いソリューションをご提

供できるよう取り組みを進めていく.

最後に,本報の取り組みを進めるにあたりご協力いた

だいた豊田市未来都市推進課・環境政策課,岡崎市ゼ

ロカーボンシティ推進課の皆様を始めご協力いただい

た皆様方にこの場を借りて厚く御礼申し上げます．
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